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Focus 年　次　報　告　書
2025年度（2024年7月～2025年6月）

公益財団法人
ケア・インターナショナル ジャパン

ビジョン：
CAREは、貧困のない、すべての人々が尊厳をもって安心して暮らせる、希望

に満ちた、包摂的で公正な世界を目指します。

ロゴについて：
互いにまっすぐ伸びていく手が形作る輪。
グローバルな視点で地球規模の問題に力を合わせて立ち向かう、
CAREの活動の本質をイメージするものです。それは、一体であるだ
けでなく、多様性を認めるものでもあります。様々な環境に生きる世
界中の人々が、共通の目標のもとに一つになったときに生み出される
大きなチカラ。CAREのロゴにはこのような意味が込められています。

ミッション：
CAREは、人々の命を守り、貧困をなくし、公正な社会を創ることを使命とし、

世界中でその実現に向けて取り組みます。

ケア・インターナショナル ジャパンの活動：
ケア・インターナショナル ジャパンは、世界 100 か国以上で人道支援活動を

行う国際 NGO ケア・インターナショナルの一員です。私たちは、多様性と包

摂性を尊重し、特にジェンダー平等と女性と女子のエンパワメントにフォーカ

スした開発支援と緊急・復興支援に注力します。これにより持続可能な開発

目標（SDGs）の達成に向けて貢献します。

ケア・インターナショナル ジャパンのあるべき姿：
私たちは、上記の活動を行ううえで、以下の組織を目指します。

１．CARE本部*、加盟組織および現地事務所との連携と協力のもと、より確実

な事業成果を出せる組織

２．収入の多様化を図り、収支バランスのとれた持続的に成長できる組織

３．私たちの活動が広く認知され、多くの共感と支援を得られる組織

*「CARE本部」とは、加盟組織代表により方針決定を行う総会、その下でCARE全体の
調整を行う執行委員会、および事務局を指します。

公益財団法人  ケア・インターナショナル ジャパン
〒171-0031 東京都豊島区目白2-2-1　目白カルチャービル5階　TEL：03-5950-1335　FAX：03-5950-1375
Email：info@careintjp.org    https://www.careintjp.org

※本書の一部または全部を無断で複写、転載引用することを堅く禁じます。
この年次報告書のデザイン・レイアウトは大盛印刷株式会社のご協力により、制作されています。
また、同社のご協力により、低価格でのカラー印刷が実現しました。
（2025年10月発行）

フォーカス：
CAREは、女性と女子を活動の中心にすえます。

貧困をなくすためには、女性と女子を含むすべての人々が平等な権利や機会を

得る必要があるからです。

変える、女性も女子も活躍する豊かな世界に
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この1年間、国際社会を取り巻く状況が更に厳しさを

増したといえましょう。ウクライナやガザの非人道的な

事態の収束は未だに見えず、途上国全体でも経済的困

難、頻発する自然災害、感染症、武力紛争等により、貧

困人口が増加し、国連機関の報告によれば世界で約3

億人が人道援助を必要とする危機的状況にあり人々の

生活や将来を脅かしています。

他方で、世界最大の援助国である米国では、トランプ

政権が、途上国への支援を大幅に削減し、他の主要先

進国の援助にも減少の傾向が見られ、途上国支援に関

係する国際機関や国際協力NGOにとってもその影響

が懸念されています。

当財団の事業に関しましては、現在のところ、これら

の援助予算の減少等の影響を受けることなく順調に成

果を上げており、開発支援事業としては、東ティモール

の貧困農村の支援および教育教材支援、ネパールの小

学校支援、また、緊急・復興支援事業としてはウクライ

ナ緊急支援、ガザ地区緊急支援およびミャンマー地震

被災者支援に取り組みました。

私どもと致しましてはこのような国際情勢であれば

こそ、当財団のような民間のイニシアティブの役割が更

に重要となってくると思います。2025年は、ケア・イン

ターナショナルが第2次世界大戦の被災者支援を契機

に発足して80周年を迎えます。日本も当時約1,000万人

がCAREからの支援を受け取りました。その恩返しの意

味もあり、当財団がグローバルなネットワークに発展し

たCAREに参加して40年近くになります。混乱が続く今

日の国際社会において1つの団体だけの取り組みには

限界があり、国際的な連帯のもとCAREという枠組みを

有効に活用し、当財団の活動を一層拡充していく所存

です。

本年度、支援組織、個人、企業をはじめ皆さまより賜

りましたご支援に心より感謝申し上げますとともに引

き続きのご協力と更に多くの方々が私どもの連帯の輪

に参加されることを願ってやみません。

本年度は、当財団の中期計画（2025-2029年度）の初

年度にあたり、CAREの一員として多様性と包摂性を尊

重し、特にジェンダー平等と女性と女子のエンパワメン

トに焦点を当てつつ、国内外で活動を展開しました。ま

た、当財団自身の持続可能な成長に向けても前進の一

年となりました。多くのご賛同とご支援に、心よりお礼

申し上げます。

国際協力事業では、開発支援事業として、東ティモー

ルにおける「遠隔集落における生業と食の改善事業」

の展開や学習教材「ラファエック」の配布を通じ、地域

と児童の自立を支援しました。ネパールでは、地震で被

災した学校の再建や保健衛生啓発等を行い、とりわけ

女子の継続的な学びの場の確保に努めました。緊急・

復興支援事業としては、ウクライナ危機への継続支援、

パレスチナ・ガザ地区での人道危機支援、ミャンマー地

震被災者支援を実施し、人々の命と尊厳の守る活動に

つなげました。

普及啓発事業については、東京マラソンチャリティで

日本に避難したウクライナ避難民とともに、紛争や難

民問題への理解促進を図り、歩く国際協力「Walk in 

Her Shoes」ではチャリティウォーク等を行い、ご好評

をいただきました。また、継続寄付者の勧誘活動、クラ

ウドファンディング、遺贈や相続財産の寄付等を通じ

て、幅広い個人の皆さまからのご支援を頂戴しました。

さらに、CARE支援組織や法人企業との連携強化によ

り、事業の多様化と拡充を実現しました。

財団経営面では、新評議員・理事の就任により、多角

的な視点から運営を支援・監督する体制を整えるとと

もに、ジェンダーバランスの標準化を進め、組織基盤の

安定化と持続可能な成長に向け大きな一歩を踏み出し

ました。

CAREは80年にわたり、人々に寄り添い、解決策をと

もに模索し、命を救い、貧困をなくし、社会正義の実現

に取り組んでいます。急速に変化する世界の中で、より

多くの人々が希望を実感できるよう、連帯を基盤に、地

域主導で活動していきます。そして、より多くの皆さま

に我々の活動を知っていただき、支援の手を差し伸べ

ていただけるよう取り組みを続けてまいります。

皆さまの変わらぬご理解とご支援を心よりお願い申

し上げます。

ご挨拶  　理事長　目賀田周一郎 年度総括  　事務局長　児玉光也

02…ご挨拶と年度総括
03…世界地図で見る事業地
04…2025年度 事業報告
08…ケア・インターナショナルの活動報告
10…日本における普及啓発活動報告
12…2025年度 会計報告
14…役員等
15…法人会員

開発支援事業

支 へ様皆の者援
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東ティモール
遠隔集落における生業と食の改善事業
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学習教材「ラファエック」を通じた自立支援事業

ネパール
被災地における女子教育および保健衛生改善事業
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首都ディリから南西45キロに位置するエルメラ県アッサベ郡は、県の中

心部からさらに離れた山岳遠隔地にあり、住民の大多数が零細農家で、

貧困に苦しむ農村地域です。同地の農業は自給自足に留まり、また、近

年の気候変動とそれに伴う災害の多発により農業生産性は安定せず、農民世帯の生

業も安定していません。そのため、雨期の天水に頼った穀物の生産だけではなく、農

業を多様化し、年間を通じ作物が収穫できる環境への改善が求められています。ま

た、東ティモールは、栄養失調の割合が世界で最も高い国の一つとされ、食糧の不足

やその入手の難しさ、栄養や衛生に関する知識の欠如、そして、女性や子どもへの配

慮の欠如などの課題を抱えています。

本年度は、1）生業手段の多様化と収入創出、2）女性の経済的エンパワメン

トの促進に向けての取り組みを実施。1）では、貯水タンクの建設や点滴灌

漑用水設備の敷設を通じて、雨期の天水頼りの自家消費用の穀物栽培中

心の農業から、乾期の野菜栽培を可能とする農業への転換を促進しました。また、農民

を市場につなぎ、マーケティング戦略の策定を支援。野菜の収穫・販売が農民の生業

手段の1つとして加わりました。域内での野菜販売が優先される傾向がある一方で、今

後の野菜の生産拡大を見据えれば、域内の市場規模は小さく、持続的な収益向上の面

でも、より大きな市場へのアクセスが求められるため、改めて市場のニーズ調査・分析を

行い、販売戦略を再構築していきます。2）では、村落貯蓄貸付組合の活動を通じ、織物

やコーヒー等の販売による小規模ビジネスの立ち上げ、子どもの学費や生活必需品の

購入等、女性が家計に良い影響を与える機会を創出しました。その一方で、農民グルー

プの活動においては、男女メンバー間の作業の役割分担や女性メンバーのリーダー

シップの発揮等、人々の行動変容の面で課題が残りました。次年度以降、女性がより積

極的に活動できる環境作りを強化していきます。

活動地域：エルメラ県アッサベ郡の4村内4集落
事業期間：2024年3月～2027年2月（3年間）
事業規模：当年度支出額68,702千円（総事業規模：およそ224,753千円）
主な支援者：外務省、株式会社INPEX、一般社団法人アズビル山武財団、支援組織、個人

遠隔集落における生業と食の改善事業
― 女性の経済的エンパワメントと農業の多様化を通じて、貧困削減を目指す ―

東ティモール継続事業

対象となる村落貯蓄貸付組合員とその家族の人数

505人およそ

貯水タンクの水を利用する住民の人数

2,697人

登録された組合員の数（うち女性72人）

114 人

課題

活動
内容

伊藤洋子（現地統括）  
私たちの活動地アッサベは、山の中にあり、東ティモー

ルの中でも特に美しい場所ですが、かなりの遠隔地で

す。頻繁に停電し、インターネットも使えなくなったり、

雨期には土砂崩れや豪雨による川の増水で道が寸断

されたりと、生活するにはとても大変な場所です。その

ような厳しい環境にもかかわらず、フィールドスタッフ

たちは、アッサベからさらに奥地にある集落まで住民

を支援するために奮闘しています。また、活動に参加す

る村落貯蓄貸付組合や農民グループのメンバーたちも、

貯蓄をして小規模ビジネスを始めたり、野菜栽培をして

売って収入を得たリと、自分たちの生活状況を改善する

ために一生懸命がんばっています。東ティモールの皆さ

んのがんばりをこれからも応援してください。

担当者の声

© Sarah Wiles/CARE

本年度は、1）学習雑誌の配布、2）コミュニティ対話ワークショップの
開催、3）スポンサーシップの強化、4）オンラインサービスの拡充に
注力しました。1）では、成人向け、未就学・小学校低学年向け、小学

3～6年向け、教員向けの4種の学習雑誌を全13県で3回配布しました。2）では、
住民参加型でワークショップを実施。ジェンダー平等の啓発、調理実習、食生活
の改善、副収入を得る手段など、学習雑誌に書かれた内容についての理解促進
と知識の定着を図りました。3）では、同国で4番目に多いフォロワー数を有する
「ラファエックFacebook」のデジタル分野における強みを活かし、スポンサー収
入を増加させることで、事業の持続可能性を強化しました。4）では、Facebook
に加え、YouTubeチャンネルやウェブサイトを通じて、求人情報ほか、国内の人
気観光スポットやレシピなどの情報を提供し、若者の参加を呼び込む魅力的
なコンテンツを発信しました。現在、本事業の持続性を担保し、教育分野への
長期的な効果を生み出すため、CAREから独立した地元財団「ラファエック財
団」への移行を進めており、今秋に正式に発足する見込みです。

アジアで一番若い国である東ティモール。2002年にインドネシアか
ら独立するまで、16世紀から続く諸外国からの支配により、子ども
たちは自国の文化、歴史、そして地理さえも学ぶことが禁じられて

いました。独立をめぐる闘争においては、95パーセントもの学校が消失。多くの
尊い命も失われ、独立後、人口の半数以上が就学年齢の子どもたちとなりまし
た。独立から23年が経ち、成人の識字率に改善は見られるものの、子どもたち
の就学率や退学率においては課題が残り、特に農村地域における状況は深刻
です。農村地域では、十分な識字能力や計算能力を身に付けることができな
いため、経済活動や家計の管理に支障をきたし、親の識字能力の低さが子ど
もの栄養・健康状態、そして就学率にも悪影響を及ぼしています。

課題

活動
内容

開 発 支 援 事 業

活動地域：東ティモール全13県
事業期間：2022年7月～2027年6月（5年間）
事業規模：当年度支出額791千円（総事業規模：7,472千ドル　*他ドナー資金を含む）
主な支援者：企業、個人

東ティモール継続事業

103,967
成人向け「ラファエック」の配布世帯数

世帯

学習教材「ラファエック」を通じた自立支援事業（第3期）
― アジアで一番新しい国の農村部の人たちに生きるチカラを届ける ―

1,617
「ラファエック」を配布した学校数

校

176,500
「ラファエック Facebook」フォロワー数

人

エディガルさん（小学2年生）  

一番興味を持ったのは "時間について学ぼう"という記

事でした。短い針が「時」を、2本の長い針が「分」と

「秒」を示すことなど、時間の読み方を教えてくれまし

た。また、ラファエックを読むと、文字を読んだり、絵を

描いたり、文字を覚えられるので楽しく、読むことに自

信が持てるようになりました。

ラファエックは私にとって、読み書きや数字を覚える

だけでなく、創造性や好奇心を拡げてくれる「直感的

なひらめき」の源です。毎学期届くラファエックのおか

げで、もっと学びたい！とやる気が出てきます。

受益者の声

開 発 支 援 事 業
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地震が頻発するネパールのなかでも、特にカルナリ州ジャージャルコー
ト郡は災害脆弱性が高く、2023年に発生した同郡を震源とする地震で
は、子ども81人を含む154人の命が奪われました。この地震により、898

棟の校舎が損壊し（全壊294棟、一部損壊604棟）、およそ13万4,000人もの学齢期
の子どもたちの教育に影響を及ぼしました。未だ復興途上にあることから、多くの
子どもたちは、屋外で授業を受けるなど、学習を継続するうえで困難に直面してい
ます。その影響は、社会文化的な要因とも絡み合い、特に女子に広範囲に及んで
います。適切な保健衛生施設などのインフラ不足、ジェンダーの不平等、月経に対
するタブーや偏見、カースト差別、早期婚などの社会的構造に深く根ざしたこれら
の問題が女子の就学率の低さにつながっています。

本事業は、インドラダヌシュ小学校を対象としたもの。主に、1）建設活
動と2）啓発活動を行いました。1）では、学校管理委員会の主導で建
設委員会を設立したうえで、耐震性の高い2部屋から成る学習施設の

建設を進めました。また、ジェンダーに配慮した水と衛生設備の改修、具体的に
は、貯水タンクの設置を含む手洗い場の設置と水洗トイレの補修を行いました。
2）では、生徒会のメンバーを対象に、水・衛生と月経期における衛生管理オリエ
ンテーション、正しい手洗いの6つの手順のデモンストレーションの実施に加え、
月経にまつわる社会的慣習や因習を変えるための課外活動を行いました。また、
5～10年生の思春期の女子生徒を対象とした、性と生殖に関する健康と権利
（SRHR）と月経衛生管理に関するオリエンテーションも実施。さらに、女子に対す
る暴力と差別をなくすため、ジェンダーに基づく暴力（GBV）予防に関する研修を
行いました。

開 発 支 援 事 業

活動地域：ネパール北西部カルナリ州ジャージャルコート郡ナルガード
事業期間：2025年2月～2025年10月
事業規模：当年度支出額4,079千円（総事業規模：4,079千円）
主な支援者：個人等

ネパール新規事業

被災地における女子教育および保健衛生改善事業
―地震に弱い地域の女子の継続的な学びの場を確保し、

保健衛生や社会文化的な習慣を変容する―

88人
対象校の生徒の数

2部屋
建設予定の耐震性の高い学習施設の数

6
手洗い手順の数

つ

課題

活動
内容

ニーバ（ヘルスケア・SRHR担当）
インドラダヌシュ小学校は、（当財団の支援が入る
まで）どの団体からも再建のための支援を受けるこ
とができず、学校設備の状態が悪いため、生徒たち
は野外で授業を受けていました。さらに、未就学ク
ラスと1年生の子どもたちは一緒に授業を受け、同
様に、2年生と3年生のクラスも一緒に教えられてい
ます。生徒たちはグラウンドで授業を受けています
が、冬が近づくにつれ、寒さのなかで勉強を続ける
のは難しくなり、このことは子どもたちの健康問題
にもつながっています。野外での授業や学習活動を
管理することは大きな課題となっていますが、日本
から支援を受けられることにとても感謝していま
す。また、先日現場を訪れた際、女性の作業員を見か
け、思わずシャッターを切りました。この事業が女性
の就労にもつながっていることをうれしく思います。

担当者の声

▲現場の女性建設作業員

▲インドラダヌシュ小学校（支援前の外観）

緊急・復興支援事業

CAREが連帯して取り組む緊急・復興支援事業
―災害や紛争下において、より弱い立場におかれる

女性、子ども、高齢者の命と尊厳を守る―

© CARE Ukraine

ウクライナ侵攻が長期化するなか、影響を受ける人々、特に子

どもたちの心のケアはとても重要です。そのようななか、日本

の皆さまからのご寄付を、606個のギフトセットに変えて、最

前線のドネツク州とドニプロペトロウシク州に暮らす子どもた

ちに、パートナー団体を通じて届けました。ギフトの中身は、粘

土やパズル、アートキット、ボードゲーム、スポーツ用品、そして

お菓子など。子どもの年齢や興味、多様性に合わせて準備さ

れました。さらに、障害のある子どもたちには、それぞれのニー

ズに合わせたギフトを贈りました。

継続事業　ウクライナ危機緊急支援事業

© CARE

2023年10月7日の紛争勃発以降、CAREは、パレスチナの避難

民の人々に、命を繋ぐための支援を提供しています。ただ、ガ

ザ地区への物資搬入は極めて限定的で、域内での人道支援

ニーズは甚大となっています。CAREは、現地パートナー団体と

協力し、紛争発生以降2024年12月までに850,000人（そのうち

半数以上は女性）に支援を届けました。その数は、ガザで支援

を必要としている人々の45パーセントに相当します。エジプト

やヨルダンなどの隣国や他のCAREチームとも連携し物資を

事前に配置し、治安やアクセス状況が許す限り、いつでも対応

の規模を拡大できるようにしています。

新規事業　ガザ人道危機緊急支援事業

© CARE Myanmar

2025年3月28日に発生したミャンマー中部を震源とするM7.7

の地震とM6.9の余震により、死亡者3,800人、負傷者5,100人、

被災者は推定610万人と甚大な被害が生じました。被災者の

命と尊厳を守るため、CAREは、発災直後からパートナー団体

と協力し、避難所での医療キット配布等、およそ2か月間で、

11,000人近くの被災者に支援を届けました。今後は、女性や子

どもを対象とする尊厳キットや安全な場所を引き続き提供す

るとともに、性に基づく暴力（GBV）予防に関する普及啓発活

動を行っていきます。

新規事業　ミャンマー地震被災者緊急支援事業
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ケア・インターナショナルの活動報告

数字で見るケア・インターナショナルの1年
121か国において、1,450件の事業を通じ、53,369,288人の人々に支援を届けました。
そのうち、55パーセントは、女性と女子でした。

活動地域（事業件数割合）

 危機対応　21,276,052人
2030年までに、危機の影響を受けた5,000万人に支援を届けられる
よう、現地パートナーと協力しています

軍事侵攻が続くウクライナでは、越冬支援を実施。冬用　支援キットに
は、ヒーター、毛布と枕、モバイルバッテリー、ソーラーランプ、ガスコンロ
が含まれています。これらの支援物資は、避難民の人々が暖をとり、厳し
い冬を乗り越える助けとなりました。

© Sarah Easter/CARE

 食糧と水　19,841,771人
2030年までに、7,500万人の人々が適切な食糧、水、栄養を得ること
ができるよう取り組んでいます

東ティモールでは、トウモロコシやチンゲン菜など地元で収穫された栄
養価の高い野菜の摂取を促すとともに、実際に集落住民と一緒に実演し
ながら、栄養を損なわない調理方法についても、伝えています。調理実習
では、身近な食材を使うため、家庭でもすぐに実践することができます。

© Sarah Wiles/CARE

サブサハラ・アフリカ

中東、北アフリカ、ヨーロッパ

南北アメリカ

アジア

© Sarah Easter/CARE

© Carolina Rivas/CARE
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CARE 80周年
2025年、緊急物資を送ることから始まったCAREの活動は、80
周年を迎えます。

CAREは80年にわたり、人道支援活動において信頼されるリーダ
ーであり続け、危機に瀕した人々に背を向けることはありませ
んでした。私たちは、これからも、効率的で（資金の9割は活
動に充当）、広範囲で、地域主導で（スタッフの96パーセント
は活動している国や地域の出身）活動していきます。そして、
長きにわたる活動を通じて築いた地域社会の信頼をもとに、こ
れからも、人々が何を望んでいるのかに耳を傾け、彼ら・彼女
らが必要とする解決策をともに模索していきます。

 健康　11,456,132人
2030年までに、5,000万人の人々が健康を享受し、3,000万人の女性が
自らの性と生殖に関する健康と権利を行使できるよう支援しています

2024年夏、ガザ地区で25年ぶりのポリオ感染が確認されました。CARE
は国連機関と連携し、感染拡大を防ぐための予防接種キャンペーンを実
施しました。最初の3日間で、デイル・アラ・バラの一次保健センターにお
いて、10歳未満の子ども2,124人に対し、新規2型経口生ポリオワクチン
を投与しました。

© Youssef El-Ruzzi/CARE

 　　　　　　　5,572,699人
2030年までに、5,000万人の人々が経済的資源と機会に公平にア
クセスでき、それらを活用できるよう支援しています

ベトナム、パキスタン、ペルーにおいて、女性主導の小規模事業の財務健全
化を支援するとともに、デジタルスキルの構築や女性ネットワーク強化を
行っています。同時に、気候危機や育児など女性事業主に不均衡な影響を及
ぼす課題に対処するイノベーションも検証しています。

女性と女子の 
エンパワメント

© CARE

 教育と技術　23,307,766人
2030年までに、5,000万人の人々がジェンダー平等の恩恵を受けら
れるよう取り組んでいます

エチオピアとケニアでは、コロナのような感染症蔓延などの危機的状況
への備えを強化するため、女性と女子の経済的エンパワメントと健康リ
テラシーの向上を図っています。CAREの職業訓練プログラムを通じて、
プリスカさんは配管技術を身につけました。

© CARE Deutschland



日本における普及啓発活動
日本国内では、海外での事業実施に必要な活動資金の調達に加えて、広く事業地の課題やCAREの活動について知っていた
だくための広報など、様々な機会を通じた普及啓発活動に取り組みました。寄付のほか、イベントやスポーツチャリティ
への参加など、それぞれにあった方法で、CAREの活動へのご支援をいただきました。

街頭ほか、商業施設やスポーツイベント会場などにおいて、CAREの活動について
紹介し、ご賛同いただいた方に対して「毎月の寄付」をお願いする活動を実施。今年
度は、従来から活動を行う名古屋を中心とする中京圏に加えて、関東での活動も開
始しました。継続したご支援により、緊急事態への迅速な対応や新規事業の拡大、
また中長期的な計画に基づく効果的な組織運営を推進することができます。

CAREマンスリー・ギビング・プログラム

ガザ地区では、2023年10月以降、校舎の約90％が被害を受けると同時に、
シェルターとして利用されている学校の53％が直接的な攻撃を受けてい
ます。そのため、60万人以上の生徒が正式な教育を受けられない状況です。

ガザ地区では、2023年10月以降、校舎の約90％が被害を受けると同時に、
シェルターとして利用されている学校の53％が直接的な攻撃を受けてい
ます。そのため、60万人以上の生徒が正式な教育を受けられない状況です。

繰り返される激しい衝突により、ガザの子どもたちへの心理的影響は深刻
なものとなっています。学校に行くことを諦めなければならない彼女たちで
すが、自宅での学習環境もまた耐え難いものとなっています。

奪われた、紛争下の子どもたち
「子どもらしく過ごす日常」を

失われた学ぶ権利と
将来への夢

破壊されたガザの街。
攻撃により90％もの学校が被害を受けた。

紛争によって広がる
深刻な栄養失調

スーダン東部の村に住むアイーダさんは、娘のゼイナブちゃんが病気によ
り下痢の発作を繰り返し、急激に衰弱していく姿を見て心配し始めました。
家から病院までは数時間の距離があり、たどり着くために必要なバスの運
賃は、アイーダさんにとってはとても払える金額ではありませんでした。

5歳未満の栄養失調の子どもや妊産婦が
いるような最も弱い立場に置かれた家庭
を対象に、栄養価のある食べ物を購入し
たり、病院への通院費などが支払えるよ
う、現金を配布する支援を行っています。

カッサラ州にある病院内の急性栄養失調安定化センターの修復や、病院
での治療に必要な設備等を支援しています。地域の病院からの紹介を通
じて、同州内すべての栄養失調の子どもを対象に、適切な治療やサービス
を提供しており、毎月50～100人の子どもたちを受け入れています。

蝕まれる
子どもたちの心

戦争が激化してから、もうすぐ3年が経とうとしています。未だ終わりの見えな
い戦争は、950万人もの避難民*3や数万人もの死者を出しています。
そして、74％もの人々がこの戦争により、家族と離ればなれになって
しまいました*4。恐怖や危険と隣り合わせの状況の中、最も近い存在である
家族を失った子どもたちは心に深い傷を残しています。

この絵(写真)は、ある少年が描いた
ものです。描かれているのは、少年
の父親の車です。彼にとって、最後
の父親についての記憶は、父親が乗
り込んで走り去ったこの車でした。
そして、彼の父親はこの車の中で
射殺されました。

砲撃や頻繁な警報によって子どもたちが１日
の大半を過ごす養護施設内のシェルターを
改修。また、現地パートナー団体の協力を
得て、施設内では、創作活動などを通じた
子どもたちの心のケアや学習支援を行って
います。

ドニプロペトロフスク州にある児童養護施設

©CARE Ukraine

©CARE Ukraine

*3 UNHCRより　2024年8月
*4 IRC(国際救助委員会)報告書より 2024年2月

女性が世帯主である世帯は、家族のために食糧を確保することがより困難であ
ることを示しています。紛争や避難、移住によってこれまでの生計が破壊され、
もともと厳しかった家計をさらに圧迫しています。

妊娠中や授乳中の母親は、より多くの水分摂取量を必要とします。十分な量
の水が入手できない環境は、母親と子どもの両方に、甚大な健康リスクをも
たらす可能性があります。

*5   UNWOMENより 2023年10月24日, *6  UNHCRより2024年10月, *7  UNWOMEN報告書より 2024年9月, *8  UNICEF (国際連合児童基金)より 2023年11月21日, *9  UNWOMEN報告書より2024年4月

「最後の父親の記憶」

ウクライナ西部の都市リヴィウにある避難所では、CAREの現地パートナー
が避難民の子どもたちを対象に、アートプログラムを提供しています。お絵
かきやスポーツなどのさまざまな活動を通じて、少しでも心の傷を癒すこと
ができるよう支援しています。

ガザ Gaza

ウクライナ Ukraine

スーダン Sudan

レクリエーションなどを通し、暴力や
繰り返される避難、不安感によって影
響を受けているガザの子どもたちを支
援し、恐怖や不安の感情から解放する
手助けをしています。

©CARE

スーダンでは、年間約300万人もの
5歳未満の子どもが栄養不良に
苦しんでいます。そのうち61万人は
重度の急性栄養不良と診断されて
おり、命を落とすリスクさえありま
す。
また、2023年4月から続く激しい
紛争により、人々は医療へのアク
セスが困難となっています。さらに、
避難所では大規模な洪水が発生
し、多くの人がコレラなどの感染
症のリスクにさらされています。

©CARE

©CARE Sudan

©Mohammed Abdulmajid/CARE

「娘は徐々に体重が増え始め、今
では自分で食事をすることができ
ます」とアイーダさんは言います。
彼女は、CAREから現金の支援を
受け、娘を病院に移送することが
できました。その後、適切な治療
と栄養が与えられ、退院ができる
ほどに体力と体重を増やしていき
ました。

「本を開くたびに何かが爆発します。」「本を開くたびに何かが爆発します。」
「読み始めると、大きな音が
聞こえます。何か計算をしよ
うとすると、奇妙な光が差し
込んできます。だから、やめ
てしまうんです」 
(エンジさん(13) /ガザ)

©Sarah Easter

避難先の学校で
心理社会的支援

脆弱な家庭への現金支給

医療施設の修復や必要備品等の提供

���
���

崩れる生活基盤

母親と乳児の水分不足による健康リスク

1日当たり必要な水の量*9 

ガザでの供給量

妊産婦が必要な水分摂取量

7.5ℓ

「戦争の激化によって避難を
繰り返し、今はテントで生活し
ています。私は10歳の頃から、
医者か看護師になることをずっ
と夢見てきましたが、この戦争
が長引けば長引くほど、自分の
夢を叶えることなど不可能な
のだと感じてしまいます」
（サラさん(18) /ガザ）

「戦争の激化によって避難を
繰り返し、今はテントで生活し
ています。私は10歳の頃から、
医者か看護師になることをずっ
と夢見てきましたが、この戦争
が長引けば長引くほど、自分の
夢を叶えることなど不可能な
のだと感じてしまいます」
（サラさん(18) /ガザ）

「早く戦争が終わって、学校に
　戻れることを心から願っています」
「早く戦争が終わって、学校に
　戻れることを心から願っています」

©CARE/Team Yousef Ruzzi

栄養不良の度合いを測定する様子。▶
赤色は重度の栄養不良を示している。

紛争地域での生活、避難の途中、
また避難先などにおいて、女性
や女子はハラスメント、性暴力、
性的搾取などのあらゆるジェン
ダーに基づく暴力（GBV）を受け
ています。

ジェンダーに基づく暴力（GBV）���
難民や国内避難民の５人に１人の女性
は性暴力を受けたことがある 。*6

避難所では、衛生的な水や
トイレ設備、衛生用品や生
理用品の入手が非常に困難
です。この問題は、思春期の
少女や女性の健康と尊厳に
深刻な脅威をもたらしてい
ます。

��� 避難生活における衛生環境の問題

150人150人150人150人
1／ 700人700人700人700人

1／

平均150人が1つのトイレを共有し、
700人が1つのシャワー施設を共有*8 
（ガザ地区内における避難キャンプの例）

〈世帯主の性別による食糧不安である世帯の割合〉*7
（スーダンの10州にて調査）

食糧不安である世帯

女性が世帯主

63% 48%

男性が世帯主

13%

女性が世帯主

7%

男性が世帯主

著しく食糧不安である世帯

「お金がないので、どうやって病院に行けばいいのか、
どうやって生きていけばいいのか分からずに、

ただただ心配な毎日でした」

施設の改修と心のケア
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©CARE

ウクライナやガザ、そしてスーダンなど各地で戦争や紛争が止まない世界情勢を踏
まえ、夏は「紛争による影響」、冬は「紛争地域で生きる子どもたち」をテーマに、ダイ
レクトメールの発送やウェブサイト経由での募金キャンペーンを展開。加えて、年次
報告書やニュースレター送付時に振込用紙を同封するなど、広く支援を呼びかけま
した。結果、年間を通じて12,920件ものご寄付を個人の皆さまからいただきました。

夏・冬募金キャンペーン

あつめて
国際協力
あつめて
国際協力

お問い合わせ先

： ： ：

公益財団法人 ケア・インターナショナル ジャパン「あつめて国際協力」係
〒 東京都豊島区目白 目白カルチャービル 階

詳細はこちら

あつめて国際協力とは？

あつめて送る
が

資金に変える 支援が届く

© Kei SATO

© Kate Holt/CARE

ご自宅、学校、オフィスなどで眠っている未使用品や不用品の中には、
まだまだ利用価値のあるモノがあります。これらのモノの再利用を通じて
人と人がつながり、みんなで途上国の貧困問題を解決していく取り組みが、
「あつめて国際協力」です。当財団にご寄付いただいたモノは、換金され
途上国での女性と女子の自立支援に還元されます。

あつめて国際協力は、未使用品や不用品の寄付を通じて、途上国の貧困問題を解決し
ていく取り組みです。気軽にできる国際協力の第一歩として、自宅ほか学校やオフィ
スなどでも対象となる品々を集める活動が広まっています。未使用切手や書き損じは
がきなどを集めて事務局宛に送付したり、本やDVD、ブランド品、パソコンなどを提
携する買取業者に送るだけ。延べ470の個人、法人、団体からご支援が集まりました。

あつめて国際協力

ロシアによるウクライナ侵攻から3年。「ウクライナ危機｜女性や子どもが自ら未
来を描くために継続的なご支援を」と題して、5回目となるクラウドファンディン
グを展開。支援現場からの最新情報や、難民や国内避難民のストーリーなどを通じ
て、改めてウクライナへの関心を喚起しました。たくさんの応援メッセージととも
に194名の皆さまからご支援をいただき、330万円のご寄付が集まりました。

クラウドファンディング

14回目となる歩く国際協力「Walk in Her Shoes 2025」を実施。本キャンペーンは、
水汲みのために、学校に行く時間や賃金労働など人生の様々な機会を犠牲にして、
毎日8,000 ～ 10,000歩を歩く途上国の女性や女子に思いを馳せながら歩く、シン
プルで健康的な国際協力です。日常生活の中で「好きな時間、好きな場所で歩く」参
加方法を軸に、4,034名もの皆さまに個人やチームでご参加いただきました。

歩く国際協力「Walk in Her Shoes」

「東京レガシーハーフマラソン2024チャリティ」および「東京マラソン2025チャリティ」
に寄付先団体として参加。ウクライナなどの紛争地域や途上国で、今、困難を抱える女性
や女子を支援するCAREの活動に共感いただいた国内外からのチャリティランナー総勢
134名の皆さまに出走いただきました。沿道での応援やフィニッシュ後の交流など、 
役職員ほかたくさんのボランティアの皆さまとともに、ランナーをお迎えしました。

東京マラソン/東京レガシーハーフマラソン

©東京マラソン財団
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CARE支援の輪
CAREの活動は、たくさんの個人、法人、団体等の皆さまによって支えられています。本年度も、全国規模でのキャンペー
ンへの参加ほか、それぞれの地域での会員勧誘や交流、またチャリティ講演会やバザーなどの開催、そしてボランティア
としての協力など、様々な形で支援の輪を拡げていただきました。

法人連携 ボランティア・プロボノ
CAREは、SDGs（持続可能な開発目標）の1（貧困をなくそう）と5（ジェンダー平等を
実現しよう）にフォーカスし、国や地域ごとに異なる優先課題に対応するため、複数の
SDGsに関わる領域で活動を展開しています。このような
ビジョン、ミッション、そしてフォーカスに、事業との親
和性を感じ、また共感をいただいた法人には、コーポ
レート・パートナーとして、法人会員、寄付、商品・サービ
ス提供、事業連携、ボランティアなど多様な方法で当財
団の活動にご協力いただいています。本年度は、延べ134
社から支援をいただきました。新たに東ティモールにお
けるコーヒーのフェアトレードに関して、ゼンショー
ホールディングスほか、地元コーヒー買取販売業者、
CARE東ティモールの4者間での覚書を締結。コーヒー生
産地としても有名な同国エルメラ県におけるコーヒー
農家と、日本の消費者を結ぶフェアトレードに向けて協
働を開始しました。

年間を通じて、事務局作業ほか、広報物デザイン、イベント運営など様々な機会を通
じて、72名のボランティア・プロボノの皆さまにご協力をいただきました。東京マ
ラソン2025チャリティでは、総勢41名ものボランティアやプロボノの皆さまが参
加。役職員とともに、国内および世界中から集まるランナーを歓迎するチャリティ
ブースでのご案内ほか、大会当日の沿道での応援、さらに完走のお祝いと支援への
感謝の気持ちを伝えるホスピタリティ会場での交流やマッサージ提供など、イベン
トの運営を多面的に支えていただきました。ランナー一人ひとりの体調やお気持ち
に寄り添った皆さまのあたたか
いご協力により、ランナーが安心
して参加できる環境が整い、支援
の輪がさらに拡がる大きな力と
なりました。ボランティアの皆さ
まのご尽力に、改めて心より感謝
申し上げます。

ケア・フレンズ岡山

磯田道史講演会
2025年4月5日/岡山国際ホテル

ケア・フレンズ東京

川井郁⼦ with アンサンブル響コンサート
2025年2⽉11⽇/ホテルニューオータニ

ケア・フレンズ長野

創立15周年記念　志の輔落語会
2024年10月10日/ザ・フジヤゴホンジン

ケア・サポーターズクラブ大分

一龍斎貞弥講談会
2024年10月6日/レンブラントホテル大分

ケア・サポーターズクラブ熊本

会員親睦旅行
2025年3月22日/熊本県南阿蘇村

ケア・サポーターズクラブ佐賀

例会/目賀田周一郎理事長講演会
2025年1月26日/ホテルニューオータニ佐賀

ケア・サポーターズクラブ鹿児島

創立5周年記念　鍋倉淳一講演会
2024年12月8日/城山ホテル鹿児島

ケア・サポーターズクラブ北部九州

チャリティバザー
2024年11月21日/豊前市立多目的文化交流センター

©東京マラソン財団
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2025年度会計報告

本年度は、東ティモール「遠隔集落における生業と食の改善事業」2年次の受託収益や支援組織からのご支援の継続に加え、個人寄
付、企業連携、東京マラソン2025チャリティ等の寄付金収入が順調に伸び、着実に前進した一年となりました。特に、相続財産の
寄付や大型企業寄付が年度末近くに集中したこともあり、最終的には、経常収益は前年比約23パーセントの増加となり、黒字決算
となりました。

正味財産増減計算書（2024年7月1日～ 2025年6月30日）
【単位：円】

科　目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　1. 経常増減の部

　　⑴経常収益

　　　基本財産・特定資産運用益 2,917 1,250,000 △ 1,247,083

　　　受取会費 36,372,600 31,188,350 5,184,250

　　　事業収益 49,410,189 38,928,663 10,481,526

　　　受取寄付金 98,057,392 79,448,558 18,608,834

　　　為替差益計 1,839,888 0 1,839,888

　　　雑収益 1,479,742 1,129,939 349,803

　　経常収益計 187,162,728 151,945,510 35,217,218

　　⑵経常費用

　　　国際協力事業費 94,241,173 89,473,607 4,767,566

　　　マーケティング事業費 44,931,880 33,786,674 11,145,206

　　　管理費 18,899,718 16,010,750 2,888,968

　　経常費用計 158,072,771 139,271,031 18,801,740

　　基本財産・特定資産評価損益等 0 △ 289,800 289,800

　　投資有価証券評価損益等 0 0 0

　　評価損益等計 0 △ 289,800 289,800

　　当期経常増減額 29,089,957 12,384,679 16,705,278

　2. 経常外増減の部

　　経常外収益計 0 0 0

　　経常外費用計 0 4 △　4

　　当期経常外増減額 0 △　4 4

　当期一般正味財産増減額 29,089,957 12,384,675 16,705,282

　一般正味財産期首残高 78,110,434 65,725,759 12,384,675

　一般正味財産期末残高 107,200,391 78,110,434 29,089,957

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　　受取寄付金 18,160,258 19,021,797 △ 861,539

　　　一般正味財産への振替額 △ 27,610,847 △ 31,730,755 4,119,908

　　　当期指定正味財産増減額 △ 9,450,589 △ 12,708,958 3,258,369

　　　指定正味財産期首残高 16,613,794 29,322,752 △ 12,708,958

　　指定正味財産期末残高 7,163,205 16,613,794 △ 9,450,589

Ⅲ　正味財産期末残高 114,363,596 94,724,228 19,639,368

貸借対照表（2025年6月30日現在）
【単位：円】

科　目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ　資産の部

　1. 流動資産

　　　現金預金 94,919,977 61,266,531 33,653,446

　　　前払事業費用 37,499,317 36,234,449 1,264,868

　　　未収金 2,613,489 5,589,396 △ 2,975,907

　　　貯蔵品 505,261 657,154 △ 151,893

　　　前払費用・前払金・その他 669,566 718,257 △ 48,691

　　流動資産合計 136,207,610 104,465,787 31,741,823

　2. 固定資産

　　　基本財産 25,000,000 25,000,000 0

　　　特定資産 7,163,205 20,613,794 △ 13,450,589

　　　その他固定資産合計 4,753,785 5,122,065 △ 368,280

　固定資産合計 36,916,990 50,735,859 △ 13,818,869

　資産合計 173,124,600 155,201,646 17,922,954

Ⅱ　負債の部

　1. 流動負債

　　　前受事業収益 38,034,529 41,311,721 △ 3,277,192

　　　未払金 16,460,657 15,731,780 728,877

　　　預り金 249,997 490,569 △ 240,572

　　　賞与引当金 1,879,680 955,200 924,480

　　流動負債合計 56,624,863 58,489,270 △ 1,864,407

　2. 固定負債

　　　退職給付引当金 2,136,141 1,988,148 147,993

　　固定負債合計 2,136,141 1,988,148 147,993

　　負債合計 58,761,004 60,477,418 △ 1,716,414

Ⅲ　正味財産の部

　1. 指定正味財産 7,163,205 16,613,794 △　9,450,589

　2. 一般正味財産 107,200,391 78,110,434 29,089,957

　　正味財産合計 114,363,596 94,724,228 19,639,368

　　負債及び正味財産合計 173,124,600 155,201,646 17,922,954
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謝辞
カランマス・セジャトラ社
ケア・フレンズ東京
日産自動車株式会社
CAREフランス/ソシエテ・ジェネラル証券株式会社
株式会社INPEX
ケア・フレンズ岡山
デッカーズジャパン合同会社
ケア・フレンズ長野
川嶌眞人様
ケア・サポーターズクラブ北部九州
ケア・サポーターズクラブ佐賀
Benevity
坂本ミサ子様
一般財団法人アズビル山武財団
ケア・サポーターズクラブ大分
 
他、たくさんの個人・法人の皆さまからのご支援に対しまし
て、心より感謝申し上げます。
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19.4%

事業収益

26.4%

受取寄付金

52.4%

為替差益

1.0%

東ティモール・農業用水改善、
生業と食の改善事業

43.5%管理費

11.9%

ネパール・女子
教育支援等業

2.6%

雑収益

0.8%

計 187,162,728円

経常収益

計 158,072,771円

経常費用

ガザ人道危機緊急支援

0.4%

普及啓発事業

28.4%

新規事業・その他

6.6%

ウクライナ 危機緊急支援

6.1%

東ティモール・
ラファエック事業

0.5%

監査報告書
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役員等

（2025年6月30日現在）

代表理事（理事長）

代表理事（副理事長）

理事

監事

評議員

顧問

元メキシコ駐箚特命全権大使

東洋英和女学院大学 名誉教授

公益財団法人赤尾育英奨学会 評議員

味の素株式会社 社外取締役、株式会社りそなホールディングス 社外取締役

元大阪国税局長

独立行政法人国際協力機構（JICA）緒方貞子平和開発研究所 シニアリサーチアドバイザー、

公益財団法人笹川平和財団 常務理事

公益社団法人日本経済研究センター 参与

上智大学 特任教授（国際協力）、JICAシニアアドバイザー

栗田工業株式会社 社外取締役、株式会社ニッスイ 社外取締役

武蔵大学社会学部 教授

パラカ株式会社 社外取締役、元国連UNHCR協会 事務局長・常務理事

公認会計士・税理士 荒牧公認会計士事務所

元センチュリーメディカル株式会社 代表取締役社長

ケア・フレンズ岡山 名誉会長

カランマス・セジャトラ社 取締役

三菱重工業株式会社 総務部 顧問

一般財団法人貿易・産業協力振興財団 理事長

元経済同友会幹事、日本工業倶楽部会員

公益財団法人公益法人協会 常務理事

中外製薬株式会社 名誉会長

元駐インド次いで駐フランス大使

元法政大学教授、元国連事務次長補、元国連開発計画（UNDP）管理局長・

駐日代表・総裁特別顧問

欧州ビジネス協会会頭、国際銀行協会事務局長、

SMBC信託銀行 非常勤取締役

公益財団法人国際通貨研究所 理事長

株式会社渡辺プロダクション 名誉会長

弁護士 シティユーワ法律事務所

元参議院議長、元科学技術庁長官

株式会社ジャパン・インベストメント・アドバイザー（JIA） 取締役

目賀田　周一郎

滝澤　三郎

岩動　達

岩田　喜美枝

上野　宏

萱島　信子

小島　明

佐崎　淳子

田中　径子

垂見　裕子

檜森　隆伸

荒牧　知子

星野　彬

加藤　周子

河野　洋子 

近藤　茂夫

今野　秀洋

髙橋　衛

長沼　良行

永山　治

平林　博

弓削　昭子

ローラン・デュプス

渡辺　博史

渡邊　美佐

小泉　淑子

山東　昭子

柳井　俊二

法人会員

セガサミーホールディングス株式会社

大成建設株式会社

第一生命ホールディングス株式会社

株式会社大和証券グループ本社

飛島建設株式会社

日産自動車株式会社

日本製鉄株式会社

日本メナード化粧品株式会社

株式会社ビデオエイペックス

株式会社フジテレビジョン

丸紅株式会社

三井物産株式会社

三菱重工業株式会社

三菱商事株式会社

ミマスクリーンケア株式会社

株式会社ロッテ

株式会社渡辺プロダクション

株式会社ワールディング

（2025年6月30日現在）

アサヒグループホールディングス株式会社

株式会社安藤・間

伊藤忠商事株式会社

株式会社ウェルネット・インターナショナル

株式会社えがおホールディングス

株式会社エトウ

カランマス・セジャトラ社

株式会社スマート・アイ

住友商事株式会社
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Vision
Mission

Our Work

Focus 年　次　報　告　書
2025年度（2024年7月～2025年6月）

公益財団法人
ケア・インターナショナル ジャパン

ビジョン：
CAREは、貧困のない、すべての人々が尊厳をもって安心して暮らせる、希望

に満ちた、包摂的で公正な世界を目指します。

ロゴについて：
互いにまっすぐ伸びていく手が形作る輪。
グローバルな視点で地球規模の問題に力を合わせて立ち向かう、
CAREの活動の本質をイメージするものです。それは、一体であるだ
けでなく、多様性を認めるものでもあります。様々な環境に生きる世
界中の人々が、共通の目標のもとに一つになったときに生み出される
大きなチカラ。CAREのロゴにはこのような意味が込められています。

ミッション：
CAREは、人々の命を守り、貧困をなくし、公正な社会を創ることを使命とし、

世界中でその実現に向けて取り組みます。

ケア・インターナショナル ジャパンの活動：
ケア・インターナショナル ジャパンは、世界 100 か国以上で人道支援活動を

行う国際 NGO ケア・インターナショナルの一員です。私たちは、多様性と包

摂性を尊重し、特にジェンダー平等と女性と女子のエンパワメントにフォーカ

スした開発支援と緊急・復興支援に注力します。これにより持続可能な開発

目標（SDGs）の達成に向けて貢献します。

ケア・インターナショナル ジャパンのあるべき姿：
私たちは、上記の活動を行ううえで、以下の組織を目指します。

１．CARE本部*、加盟組織および現地事務所との連携と協力のもと、より確実

な事業成果を出せる組織

２．収入の多様化を図り、収支バランスのとれた持続的に成長できる組織

３．私たちの活動が広く認知され、多くの共感と支援を得られる組織

*「CARE本部」とは、加盟組織代表により方針決定を行う総会、その下でCARE全体の
調整を行う執行委員会、および事務局を指します。

公益財団法人  ケア・インターナショナル ジャパン
〒171-0031 東京都豊島区目白2-2-1　目白カルチャービル5階　TEL：03-5950-1335　FAX：03-5950-1375
Email：info@careintjp.org    https://www.careintjp.org

※本書の一部または全部を無断で複写、転載引用することを堅く禁じます。
この年次報告書のデザイン・レイアウトは大盛印刷株式会社のご協力により、制作されています。
また、同社のご協力により、低価格でのカラー印刷が実現しました。
（2025年10月発行）

フォーカス：
CAREは、女性と女子を活動の中心にすえます。

貧困をなくすためには、女性と女子を含むすべての人々が平等な権利や機会を

得る必要があるからです。

変える、女性も女子も活躍する豊かな世界に

© Sarah Wiles/CARE


